
はじめに 

 中日懇話会にて、野村総合研究所顧問で、元総

務大臣、前岩手県知事である増田寛也氏の話を聴

いてきました。講演のテーマは「人口急減社会を

乗り切る」です。 
 
人口減少 

日本の人口は、明治時代から 140 年かけて約 9
千万人増え 2008 年に 1 億 2,800 万人をピークで

今後は約 90 年で 9 千万人減少に転じると言われ

ています。まだ、これは減少途中であり下げ止ま

りが予想できない状況です。 
政府は、様々な政策を打つことで合計特殊出生

率を上げてきましたが、出産年齢の女性の人数が

減っているため、出生率が上がっても出産数は減

少していました。更に昨年は出生率も下がってし

まい、人口は、減少し続けています。 
 
一極集中化 
 東京圏の出生率は、全国平均から大きく下回っ

ています。特に東京都は、全国平均 1.43 を大きく

下回り、1.15 という数字が出ています。 
バブル崩壊後に東京圏の一極集中化が顕著に

なり、年々転入する人が増えています。また、転

入する年齢をみると 9 割が 15 歳から 29 歳と出

産する年齢層が 9 割を占めます。 
これは、出生率の低い東京に出産する年代の若

者が多く転入することにより、出生数が減ること

になり、日本全体の人口減の加速させていること

になります。 
地域再生が、出生数を上げるためのひとつのキ

ーワードになります。 
 
労働力の確保 
 欧米では、事実婚での非嫡出子も多くみられま

すので、非嫡出子の権利を上げることで出生数を

増やし、移民の受け入れにより労働力の確保をし

た事例があります。 
 しかし、日本では、数パーセントしか非嫡出子

がいないので、欧米の政策は適用できず、婚姻数

を上げることが必須です。未婚男女の 4 割が結婚

の意思があるのに恋人がいない状況があります。

現在の若者の意識に合わせた出会いの場の提供

などを進め、婚姻率を上げる必要があります。 
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